
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人　空港周辺整備機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２１年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　　役員報酬は、国家公務員の給与水準を考慮するとともに、独立行政法人評価委員会における

　業績評価の結果を勘案することとしている。

　② 役員報酬基準の改定内容

理事長　　　　
         俸給月額を引き下げ（949,000円→946,000円）

　　　　　　　　特別手当を期末手当と勤勉手当に再編

   　                  期末勤勉手当の支給割合の引き下げ（3.35→3.10）

理事長代理　　         俸給月額を引き下げ（872,000円→869,000円）

　　　　　　　　特別手当を期末手当と勤勉手当に再編

   　                  期末勤勉手当の支給割合の引き下げ（3.35→3.10）

理事　　     　
         俸給月額を引き下げ（785,000円→783,000円）

　　 　  　　　　特別手当を期末手当と勤勉手当に再編

   　                  期末勤勉手当の支給割合の引き下げ（3.35→3.10）

監事　　     　
　      俸給月額を引き下げ（710,000円→708,000円）

特別手当を期末手当と勤勉手当に再編　　　　　　　　特別手当を期末手当と勤勉手当に再編

   　                  期末勤勉手当の支給割合の引き下げ（3.35→3.10）

監事（非常勤）　　 
         俸給月額を引き下げ（247,000円→246,000円）

２　役員の報酬等の支給状況

平成２１年度年間報酬等の総額 前職

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

1,137
（特別調整手当）

142
（通勤手当）

千円 千円 千円

785
（特別調整手当） 12月31日

81
（通勤手当）

千円 千円 千円

260
（特別調整手当） 1月1日

53
（通勤手当）

12,924 7,845 4,213 ＊

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

＊※

理事長

17,241 11,376 4,586

理事長
代理A

理事長
代理B

2,920 2,607 0



千円 千円 千円

706
（特別調整手当） 12月31日

185
（通勤手当）

千円 千円 千円

235
（特別調整手当） 1月1日

29
（通勤手当）

千円 千円 千円

941
（特別調整手当） 4月1日

597
（通勤手当）

千円 千円 千円

941
（特別調整手当） 4月1日

49
（通勤手当）

千円 千円 .

千円

851
（特別調整手当）

理事Ｅ

13,497 9,412

2,547

監事

12 946 8 512 3 432

0

理事Ｃ

11,749 7,063 3,795

2,547

12,949 9,412

理事Ｆ

理事Ｄ

2,613 2,349

＊

151
（通勤手当）

千円 千円 千円

千円

1,480 1,480 - -
（　　　　）

千円 千円 千円

千円

1,478 1,478 - -
（　　　　）

注１：特別調整手当とは、民間における賃金、物価及び生活費が特に高い地域に在勤する役員に支給され
ているものである。

注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
退職公務員「＊」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行政法人等
の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄としている。

監事
（非常勤） 9月30日

監事
（非常勤） 10月1日

12,946 8,512 3,432



３　役員の退職手当の支給状況（平成21年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

4,345 3 4 平成21年12月31日 1.0

千円 年 月

5,873 5 平成21年12月31日 1.0

理事Ｃ

法人での在職期間

左記業績勘案率は暫定（1.0）であ
り、国土交通省独立行政法人評価
委員会が行う業績勘案率の決定後
にその精算を行う。

理事長
代理A

左記業績勘案率は暫定（1.0）であ
り、国土交通省独立行政法人評価
委員会が行う業績勘案率の決定後
にその精算を行う。

摘　　要

注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。退職公務員「＊」、役員出向者「◇」
独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
としている。

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った事由を記
入している。

＊

＊

　　　



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容

俸給（昇給）

　職員の勤務成績等に応じて支給する。

　一定期間を良好な成績で勤務した場合、４号俸上位の号俸に昇給
させることができる。

賞与：勤勉手当
（査定分）

俸給（昇格）
　勤務成績が良好であり、かつ昇格基準に達している場合、1級上
位の級に昇格させることができる。

 中期計画において、一般管理費について、業務の見直し及び簡素化を推進する等、業務

処理の方法を工夫し、効率化を図ることにより、中期目標期間の最後の事業年度において、

前中期目標期間の最終年度（平成１９年度）比で１５％以上に相当する額を削減すること

としている。 

 独立行政法人通則法第６３条に基づき、業務の実績を考慮し、かつ、社会一般の情勢に

適合したものとなるよう支給基準を定めている。その拠り所の一つが国家公務員の給与

水準であり、給与改定にあたっては、人事院勧告等を十分に考慮して決定している。 

 人事評価制度に基づき、職務実績評価及び能力評価を実施している。その評価結果を昇

給、昇格及び勤勉手当の成績率の判定に反映させている。 

 

　ウ 平成２１年度における給与制度の主な改正点

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

43 43.2 6,759 5,020 161 1,739
人 歳 千円 千円 千円 千円

41 42.3 6,938 5,132 164 1,806
人 歳 千円 千円 千円 千円

2 - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 32.5 2,209 1,955 168 254
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 32.5 2,209 1,955 168 254

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：在外職員及び再任用職員については、該当者がないため表を省略した。

注３：常勤職員及び非常勤職員の表中の研究職種、医療職種及び教育職種については、該当者がないため欄を省略した。

注４：嘱託職員：当機構の民家防音事業に関する専門知識を有する職員。

注５：常勤職員のうち嘱託職員については、該当者が２人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから

人員以外は記載していない。

うち所定内 うち賞与

事務・技術

平成２１年度の年間給与額（平均）

非常勤職員

人員

嘱託職員

総額

事務・技術

平均年齢区分

常勤職員

 中期計画において、一般管理費について、業務の見直し及び簡素化を推進する等、業務

処理の方法を工夫し、効率化を図ることにより、中期目標期間の最後の事業年度において、

前中期目標期間の最終年度（平成１９年度）比で１５％以上に相当する額を削減すること

としている。 

 独立行政法人通則法第６３条に基づき、業務の実績を考慮し、かつ、社会一般の情勢に

適合したものとなるよう支給基準を定めている。その拠り所の一つが国家公務員の給与

水準であり、給与改定にあたっては、人事院勧告等を十分に考慮して決定している。 

 人事評価制度に基づき、職務実績評価及び能力評価を実施している。その評価結果を昇

給、昇格及び勤勉手当の成績率の判定に反映させている。 

 

 

・俸給表の改正 平均改正率△0.2％ 

・期末勤勉手当の支給率の引き下げ（4.5→4.15） 

・自宅に係る住居手当の廃止 



②

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

1 - － - －

7 53.5 9,453 9,872 10,090

注１： ３６歳～３９歳、５２歳～５５歳は、２人以下となるため、当該個人に関する情報が特定される恐れのあることから年間給与に
ついては表示していない。

年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

分布状況を示すグループ

本部部長

本部課長

注２： ２４歳～２７歳、３６歳～３９歳、４０歳～４３歳、５２歳～５５歳は、４人以下となるため第１・３分位を表示していない。

注３： ①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

人員 平均年齢 平均
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２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳 

人数 

平均給与額 

第３四分位 

第１四分位 

国の平均給与額 

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人 

11 47.0 7,233 7,669 7,961

14 37.9 4,565 5,602 5,852

8 31.8 3,451 4,362 5,143

③

区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的

な職位 部長 課長 課長代理 係長 係員
人 人 人 人 人 人

41 1 7 11 14 8
（割合） （2.4%） （17.1%） （26.8%） （34.1%） （19.5%）

歳 歳 歳 歳 歳

57～５０ 53～41 56～31 43～24

千円 千円 千円 千円 千円

7,743～
6,761

6,742～
4,931

6,258～
3,129

4,392～
2,551

千円 千円 千円 千円 千円

10,750～
9,310

9,120～
6,744

8,539～
4,256

5,869～
3,444

所定内給与
年額(最高
～最低)

本部係員

人員

年齢（最高
～最低）

本部係長

本部課長
本部課長補佐

注： 本部部長の該当者は2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人員以外の項目については記
載していない。

 職級別在職状況等（平成２２年４月１日現在）（事務・技術職員）

年間給与額
(最高～最

低)

注：１級における該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最高～最低）」以下の
事項については記載していない。
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人数 

平均給与額 

第３四分位 

第１四分位 

国の平均給与額 

年間給与の分布状況（事務・技術職員） 人 



④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

63.3 66.1 64.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相
当） 36.7 33.9 35.2

％ ％ ％

         最高～最低 43.6～35.1 44.7～31.4 44.2～33.2

％ ％ ％

64.3 68.1 66.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相
当） 35.7 31.9 33.7

％ ％ ％

         最高～最低 38.4～34.2 34.4～30.1 35.8～32.1

⑤

106.6

100.6

注：当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

管理
職員

対国家公務員（行政職（一））

一律支給分（期末相当）

一般
職員

賞与（平成２１年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

一律支給分（期末相当）

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

対他法人（事務・技術職員）



給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　 108.9

参考 学歴勘案　　　　　 106.2

地域・学歴勘案　　 108.5

内容

対国家公務員　106.6

　上記指数の状況で見た給与水準については、次の理由から国家公務員に比べ高くなっている。

（１）出向者の割合
　下記参考となる指標にあるとおり、本府省の職員の平均給与月額は国家公務員全体の平均給与額より
高いものとなっている。当機構においては、本省からの出向者が多いことから、当機構の給与水準が引
き上げられる要因となっている。
 
《参考となる指標》
機構平均給与月額　　　　　　　　　　　　　　　　　　419,264円（平均年齢41.3歳）
本府省における国家公務員行政職（一）の平均給与月額　429,059円（平均年齢39.5歳）※１
国家公務員行政職（一）全体の平均給与月額　　　　　　391,770円（平均年齢41.5歳）※２

※１　国家公務員給与の概要（平成２２年４月人事院）⑦行政職俸給表（一）の組織区分別平均給与月
額、平均年齢を数値を引用
※２　Ｈ２１年国家公務員給与実態調査の職員数、平均年齢、平均経験年数及び平均給与月額から数値
を引用

（２）異動保障
　異動保障を受けている者の割合は行政職俸給表（一）の適用職員（４級地）１１．２％に対して、機
構３３．３％となっている。また異動保障を受ける者のうち、９２％が東京特別区からの出向者である
ことから、対国家公務指数（特に地域勘案）を高くさせる結果となっている。

《参考となる指標》
国家公務員における地域手当の支給割合（平成21年度）
１級地（東京特別区）　　　　１７％
４級地（池田市及び福岡市）　１０％

国に比べて給与水準が
高くなっている定量的な
理由

指数の状況

項目



【累積欠損額について】
累積欠損額0千円（平成20年度決算）
【検証結果】
　該当なし。

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合  13.8％
・国からの財政支出額1,760,123千円（平成21年度予算）
・支出予算の総額12,715,457千円（平成21年度予算）
【検証結果】
　引き続き、「講ずる措置」欄にあるとおり、給与水準を適切なものとする。

■これまでに給与水準適正化のために講じた措置
・部及び課の統廃合による管理職割合を減少（平成１５年１０月の独立行政法人移行時から実施）
・５５歳以上の昇給停止を実施（Ｈ１８．４．１施行）
・課長代理級の管理職手当を完全廃止（Ｈ１９．４．１施行）
・管理職手当減額（Ｈ２１．１．１施行）
・賞与に係る管理職加算率引き下げ（Ｈ２１．１．１施行）

■平成２１年度に講じた措置
　俸給表の改正（平均改定率△０．２％）、期末勤勉手当の支給率引き下げ（4.5月→4.15月）、自宅
に係る住居手当の廃止（２，５００円→廃止）

講ずる措置

　給与水準の適切性の
　検証
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に係る住居手当の廃止（２，５００円 廃止）

■今後の取組
　従来どおり、「人事院勧告」及び「一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律」等の
趣旨に則し、当機構職員の給与水準を適切なものとする。

【当機構における支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合】
5.1％（「給与、報酬等支給総額642,146千円／「支出予算の総額12,715,457千円」）

【当機構における管理職の割合／国における管理職の割合】
17.9％（当機構）／14.3％（国※１）
※１「H21年国家公務員給与等実態調査（人事院）」における行政職（一）6級以上の割合

【当機構における大学卒業以上の高学歴者の割合／国における大学卒業以上の高学歴者の割合】
53.8％（当機構）／50.0％（国※２）
※２「H21年国家公務員給与等実態調査（人事院）」より算出

【平成22年度に見込まれる対国家公務員指数】
年齢勘案109.1、年齢・地域・学歴勘案109.7（※３）
※３平成１９年度公表時に算定した指数

給与水準の比較指標につい
て参考となるその他の数値



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成21年度）

前年度
（平成20年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

福利厚生費

△ 37,607

101,871 111,362 △ 9,491

10,901

△ 9,491 △ 8.5

23.123.1

△ 8.5

22.5

△ 4.3842,067 879,674 △ 37,607
最広義人件費

△ 4.3

58,184
非常勤役職員等給与

△ 6.7

区　　分

給与、報酬等支給総額

比較増△減

47,283 10,901

7,32139,865 32,544 22.5
退職手当支給額

642,147 △ 46,338

中期目標期間開始時（平成20年度）
からの増△減

△ 46,338△ 6.7

7,321

688,485

○「給与、報酬等支給額総額」及び「最広義人件費」の増減要因 

   

  対前年度比 「給与、報酬等支給額総額」  △6.7％ 

                       「最広義人件費」 △4.3％ 

  減少の要因としては、更なる組織定員等の見直しを推進した結果、人員削減が図られたことが挙げられる。 

 

○「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７号）」等による人件費削減の取組み状況 

 

 ①総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７号）等に基づく平

成１８年度からの５年間で５％以上を基本とする削減について、引き続き着実に実施するとともに、「経済財政運営と構造改革に関する

基本方針２００６」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を２３年度まで継続するものとしている。 

 

②平成１９年度末（第１期中期目標期間最終年度）においては、平成１７年度末の常勤役職員９５人に対して、８７人、削減率は８

　　　　　　　　　　総人件費改革の取組状況

基準年度
（平成17年

度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

95 92 87 83 79

△3.2% △8.4% △12.6% △16.8%

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

人員数
（人）

人員純減率
（％）

年　　　度

○「給与、報酬等支給額総額」及び「最広義人件費」の増減要因 

   

  対前年度比 「給与、報酬等支給額総額」  △6.7％ 

                       「最広義人件費」 △4.3％ 

  減少の要因としては、更なる組織定員等の見直しを推進した結果、人員削減が図られたことが挙げられる。 

 

○「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７号）」等による人件費削減の取組み状況 

 

 ①総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成１８年法律第４７号）等に基づく平

成１８年度からの５年間で５％以上を基本とする削減について、引き続き着実に実施するとともに、「経済財政運営と構造改革に関する

基本方針２００６」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を２３年度まで継続するものとしている。 

 

 ②平成１９年度末（第１期中期目標期間最終年度）においては、平成１７年度末の常勤役職員９５人に対して、８７人、削減率は８．

４％となっており、平成２２年度までに達成すべき５％の削減率を上回っている。 

 

 ③平成２１年度においては、平成１７年度末の常勤役職員９５人に対して、７９人、削減率は１６．８％となっており、平成２２年度

までに達成すべき５％の削減率を上回っている。 

 

 ④今後も業務運営を効率化し、計画的に人員の抑制を図ることする。 


